
予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

一部改善（コスト削減）
組織のスリム化を図り、さらなる効率化を実施すること。

補
　
記

12,133

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

労働者健康福祉機構は、独立行政法人通則法第３８条に基づき、毎事業年度、財務諸表（貸借対照表、損益計算書、
利益の処分又は損失の処理に関する書類その他主務省令で定める書類及びこれらの附属明細書）を作成し、これに
当該事業年度の事業報告書及び予算の区分に従い作成した決算報告書を添えて、当該事業年度の終了後３月以内
に監事及び会計監査人の意見を付けて主務大臣（厚生労働大臣）に提出し、厚生労働大臣は独立行政法人評価委員
会の意見を聴いた上で、その承認を行っている。
なお、独立行政法人評価委員会においては、毎年度、本法人の自前収入による事業を含め、全ての業務実績、財務状
況等に関し評価を行っており、その結果を業務内容等に反映させている。

見直しの
余地

・労災リハビリテーション作業所の縮小廃止
  （23年度末に１施設廃止。残る作業所も入所者の退所先を確保しつつ順次廃止）
・産業保健推進センターの集約化
  （関係者と調整を図り、平成25年度までに47拠点を1/3程度まで順次集約化し、併せて、交付金の縮減、職員の削
　 減を推進）
・本部管理部門の効率化（本部職員▲５による交付金の縮減）

21,474

執行率 100.0%

総事業費(執行ベース) 21,474 19,499

21年度

100.0% 90.3%

12,383

執行額 21,474 19,499 12,133

予算額(補正後）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

労災病院を除く療養施設（総合せき損センター、労災リハビリテーション作業所等）、健康診断施設及び労働者の健康に関する業務
を行う者に対して研修、相談、情報の提供その他の援助を行うための施設の設置及び運営等を行うことにより、労働者の業務上の
負傷又は疾病に関する療養の向上及び労働者の健康の保持増進に関する措置の適切かつ有効な実施を図り、労働者の福祉の増
進に寄与することを目的とする。
上記に定める施設の施設整備及び機器整備に要する経費を補助することにより、機構法第12条に定める業務を円滑に行い、もって
労働者の福祉の増進に寄与することを目的とする。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

アスベスト等の労災疾病等１３分野について、各労災病院における臨床データ等を活用した研究を行い、疾病等の予
防法、治療法等の開発・普及を行うほか、せき損等の重度の障害者に対する専門的・高度な治療・リハビリ等の提供、
企業の産業医等に対する産業保健に関する研修等を行っている。
　　総合せき損ｾﾝﾀｰ、医療ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ、労災看護専門学校、労災ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ工学ｾﾝﾀｰ【H21廃止】、勤労者
　　予防医療ｾﾝﾀｰ、労災疾病研究ｾﾝﾀｰ、海外勤務健康管理ｾﾝﾀｰ【H21廃止】、産業保健推進ｾﾝﾀｰ、労災ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰ
　　ｼｮﾝ作業所及び納骨堂の設置及び運営

上記施設の施設及び機器の整備を行っている。

19,499 13,441 11,971

実施状況

労災疾病等１３分野の研究促進、せき損等の重度の障害者に対する専門的・高度な治療・リハビリ等の提供、企業の
産業医等に対する産業保健に関する研修等を行っている。
各施設の施設整備及び機器整備を行った（平成２１年度の対象：２４施設）。
なお、21年度については、労災看護学校工事の遅れにより、施設整備費の執行が次年度に繰り越されたものである。

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

労働者災害補償保険法第29条第1項第1号、独立行政法人労働
者健康福祉機構法第12条第1項第1号、同項第2号、同項第3号、
同項第7号及び同項第8号（運営費交付金）
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第6条第1号
（施設整備補助金）

関係する計
画、通知等

独立行政法人労働者健康福祉機構中期目標（第２
期）
（平成21年2月27日厚生労働省基労第0227008号）

22年度 23年度要求

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度

木暮　康二

会計区分 労働保険特別会計労災勘定 上位政策
労働災害に被災した労働者等の公正な保護を行うと
ともに、その社会復帰の促進等を図ること

担当部局庁 労働基準局 担当課室 労災補償部労災管理課

事業番号 908

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　　　　(厚生労働省)

予算事業名

独立行政法人労働者健康福祉機構運営費交
付金に必要な経費
独立行政法人労働者健康福祉機構施設整備に
必要な経費

事業開始
年度

平成16年度 作成責任者



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

○療養施設等の運営 ２，８９７百万円

（労災疾病研究センター、労災看護専門学校（ただし、労災病院を除く。））

※労災病院に対しては、運営費交付金及び施設整備費補助金が措置されてい

ない。

○リハビリテーション関係施設の運営 ７７５百万円

（医療リハビリテーションセンター、総合せき損センター、労災リハビリテーション

工学センター、労災リハビリテーション作業所）

※労災リハビリテーション工学センターは、２１年度末で廃止

○予防医療、産業保健施設等の運営 ３，９５６百万円

（勤労者予防医療センター、産業保健推進センター、海外勤務健康管理セン

ター）

※海外勤務健康管理センターは、２１年度末で廃止

○その他（本部運営等） ３，８００百万円

厚生労働省

１１，４２８百万円（平成２１年度執行額）

独立行政法人評価委員会において、毎年度、全て

の業務実績、財務状況等に関する評価を踏まえ、

これらを反映させた業務運営を行うなど、適切な業

務運営について指導を行っている。

Ａ． 独立行政法人 労働者健康福祉機構

１１，４２８百万円

【運営費交付金及び施設整備費補助金】



1,439

0計 0 計

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

使　途
金　額

(百万円）費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目

0

C. G.

計 0 計

金　額
(百万円）

計

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目 使　途

施設整備費
補助金

・千葉・熊本労災看護専門学校、
総合せき損センター建設費
・労災病院以外の施設営繕費及
び機器整備費

0計 11,428

運営費
交付金

（収支差補
助）

・人件費（労災病院を除く役職員）
・業務経費（労災疾病等研究費
等、労災看護専門学校等運営経
費）
・一般管理費（業務委託費、旅費、
消耗器材費、雑役務費等）

9,989

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.独立行政法人労働者健康福祉機構 E.

費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目 使　途
金　額

(百万円）


